
我が国の原子力政策の方向～新大綱策定会議の
審議状況などを踏まえて 

京都大学原子炉実験所 

山名 元 



①当面の停止中原発再稼働の見通し（新大綱策定会議における議論と政
府の舵取り----規制庁/新規制委員会発足が先送りされる中で） 
 
②将来の原子力発電の役割（40年廃炉の議論、安全性を高めたリプレース
可否）を新大綱でどう扱うのか 
 

③総合資源エネルギー調査会基本問題委員会で議論されている「原子力
比率の選択肢」と新大綱策定会議での議論の関係 
 
④再処理/直接処分のコスト比較再見直しの議論 
 
⑤核燃料サイクルの方向性---再処理施設稼働/高速炉開発の行方（“Wait 
and See”の考え方も含めて） 
 
⑥高レベル放射性廃棄物処分問題解決への道筋 

金氏様より頂いている着眼点 



エネルギー政策の審議 

総合資源エネルギー調査会 
基本問題委員会 

内閣府原子力委員会 
原子力政策大綱 
（策定会議） 

原子力発電・核燃料サイク
ル等技術検討小委員会 

コスト等検証委員会 内閣官房国家戦略室エネルギー・環境会議 

燃料サイクル政策評価 

広範な原子力政策マターの審議 

環境省中央環境
審議会 

原子力比率 
減原子力方針 

GHG削減戦略 原子力政策 エネルギーミックス 

燃料サイクルコスト評価 
事故リスクコスト 

電力需給検証委員会 



各々の審議における問題 

基本問題委員会：  

 → 基本的に「原子力・反原子力」の二項対立 
 → 確実性と不確実性の評価の希薄 
 → 時間軸に沿った議論の欠如（２０３０年断面だけの議論） 
 → 本来行われるべき「エネルギー安全保障」の議論が希薄 
 → 再生可能エネ規模拡大に伴う国民負担の議論が希薄 
 

原子力委員会（策定会議） 

 → 原子力比率については「待ち」を基本としているが、原子力側からの「現実
的判断に基づく原子力展望や計画」を提示しようとしていない 

 → 原子力体制批判に傾注し、「原子力・反原子力」の二項対立に終始 
 → 福島事故を受けた「原子力の改善に関わる真剣な議論」に入れないでいる 
 

原子力委員会（技術検討小委員会） 

 → コスト化できない部分の評価が希薄（安全保障効果等） 
 → 原子力の事故リスクコストの取扱いについての掘り下げが不十分 
 → 核燃料サイクル政策の審議に漂う「曖昧さ」の存在 
 



策定会議での主要な政策課題 

主要な政策課題領域 

今後の原子力発電の利用のあり方を意見分類Ⅰ、Ⅱ、Ⅲのいずれにするにしても、国民に安心を
もって原子力発電の利用を受け入れていただくことを目指す必要があり、このためには以下の１０
領域における政策課題に取り組む必要があるのではないか。また、意見分類Ⅳに基づく場合で
あっても、原子力施設の廃止措置や、これまで原子力発電の利用に伴って発生した放射性廃棄物
の処分を中心に各政策課題に取り組まなければならないのではないか。 

 

（１）福島第一原子力発電所事故対策への取組（オフサイト及びオンサイト対策） 
（２）国民の信頼を醸成するための取組 
（３）原子力事業者と立地自治体が共生していくための取組 
（４）安全規制行政の抜本的強化 
（５）事業者が安全性、信頼性、経済性を継続的に向上させていく仕組みの充実 
（６）原子力防災及び原子力損害賠償制度の充実 
（７）核燃料サイクルの取組のあり方 
（８）放射性廃棄物管理・処分の取組のあり方 
（９）基盤を整備・充実するための取組のあり方 
 （９）－１ 人材育成システム 
 （９）－２ 原子力研究開発のあり方 
（１０）国際的取組のあり方 

意見分類Ⅰ：原子力発電規模を福島第一原子力発電所の事
故前の水準程度に利用していくものとする。 

意見分類Ⅱ：原子力発電規模を低減させ、一定の水準で利用
していくものとする。 

意見分類Ⅲ：原子力発電規模を一定の期間をもってゼロとす
る。 

意見分類Ⅳ：原子力発電を今年より利用しないものとする。 



原子力政策審議の位置づけが曖昧・・・ 

福島第一事故の発生 

安全上・制度上・技術上の
改善と強化の必要性 

エネルギーミックス（時間
軸に沿う原子力比率） 

安全規制改革 

事業者安全姿勢強化 
プラント安全強化 
バックエンド対策強化 

エネルギー安全保障戦略 
低炭素戦略 
火力依存リスク（価格・確保・CO2・安定）回避 
再生可能エネの不確実性（負担・導入規模・系統） 

高経年化対策 
新規プラント投資 
廃炉計画 
バックエンド事業 

現実的な原子力発電所の運営計
画・燃料サイクル計画 

国民負担 
社会リスク 
経済見通し 
省エネ 

復興 
経済成長 
脱デフレ 

新原子力
政策 

国民感情 

事故の 
分析検証 

民主党脱原子力方針 

原子力不信 メディアによる感情報道 
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基本問題委員会でのエネルギーミックス議論（委員案のまとめ） 
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マクロ分析結果（５月９日・基本問題委員会） 



％ 設備利用率 選択肢B （参考） 選択肢C 選択肢D 選択肢E
2010年構成比と
ほぼ横ばい

原子力 80.0 0.0 15.0 20.0 25.0 35.0 24.0
再生可能エネルギー 35.0 30.0 30.0 25.0 25.0 10.0
風力 25.0 12.0 7.0 7.0 3.0 3.0 0.4
太陽光 12.0 6.0 6.0 6.0 6.0 6.0 0.3
地熱 80.0 4.0 3.0 3.0 3.0 3.0 0.2
水力 45.0 11.0 11.0 11.0 11.0 11.0 8.2
バイオマス・廃棄物 60.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 1.3
火力 50.0 40.0 35.0 35.0 25.0 65.0
LNG 80.0 20.0 14.0 10.0 10.0 5.0 32.0
石炭 80.0 23.0 22.0 20.0 20.0 16.0 26.0
石油 10.0 4.0 3.0 2.0 2.0 2.0 7.0
CO2排出量（90年比） ▲16% ▲20% ▲23% ▲23% ▲28% ▲6%

２０３０年において発電設備容量としてどの程度が必要か？（粗い推定） 
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我が国の軽水炉 

出力 運転開始年

東海第1 ガス炉 166 1966
敦賀1 BWR-2 357 1970
美浜1 PWR(2) 340 1970

福島第1-1 BWR-3 460 1971

美浜2 PWR(2) 500 1972
福島第1-2 BWR-4 784 1974
高浜1 PWR(3) 826 1974
島根1 BWR-3 460 1974
高浜2 PWR(3) 826 1975

玄海1 PWR(2) 559 1975

福島第1-3 BWR-4 784 1976
浜岡1 BWR 540 1976
美浜3 PWR(3) 826 1976
伊方1 PWR(2) 566 1977
東海第2 BWR-5 1100 1978
福島第1-4 BWR-4 784 1978

福島第1-5 BWR-4 784 1978

浜岡2 BWR 840 1978

ふげん ATR 165 1978
福島第1-6 BWR-5 1100 1979
大飯1 PWR(4) 1175 1979
大飯2 PWR(4) 1175 1979
玄海2 PWR(2) 559 1981
福島第2-1 BWR-5 1100 1982
伊方2 PWR(2) 566 1982
女川1 BWR-4 524 1984
福島第2-2 BWR-5 1100 1984
川内1 PWR(3) 890 1984
福島第2-3 BWR-5 1100 1985

柏崎刈羽1 BWR-5 1100 1985
高浜3 PWR(3) 870 1985
高浜4 PWR(3) 870 1985
川内2 PWR(3) 890 1985
敦賀2 PWR(4) 1160 1987
福島第2-4 BWR-5 1100 1987
浜岡3 BWR-5 1100 1987
泊1 PWR(2) 579 1989
島根2 BWR-5 820 1989
柏崎刈羽2 BWR-5 1100 1990
柏崎刈羽5 BWR-5 1100 1990
泊2 PWR(2) 579 1991
大飯3 PWR(4) 1180 1991
柏崎刈羽3 BWR-5 1100 1993
浜岡4 BWR-5 1137 1993
志賀1 BWR-5改 540 1993
大飯4 PWR(4) 1180 1993
柏崎刈羽4 BWR-5 1100 1994
伊方3 PWR(3) 890 1994
玄海3 PWR(4) 1180 1994
女川2 BWR-5 825 1995
柏崎刈羽6 ABWR 1356 1996
柏崎刈羽7 ABWR 1356 1997
玄海4 PWR(4) 1180 1997
女川3 BWR-5 825 2002
東通1 BWR-5 1100 2005
浜岡5 ABWR 1380 2005
志賀２ ABWR 1206 2006
泊3 PWR(3) 912 2009
島根3 1373 2012
大間1 1383 2014



線型開発モデルからスパイラル型モデルへ 基礎と経験工学の連繋が重要な例（高経年化） 

高経年化技術評価に関する意見聴取会・保安院資料 
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電力の安定供給に向けて想定すべき主要なリスク 
 
 
(1)原子力発電所の安全リスク 
(2)安全以外による原子力発電の稼働率低下のリスク 
(3)火力発電に伴う化石燃料の供給リスク（特に天然ガス） 
(4)化石燃料のコスト上昇リスク 
(5)火力発電のＣＯ２排出に伴う長期的リスク 
(6)発電プラントの老朽化等のプラントリスクの増加 
(7)再生可能エネ発電の大量導入に伴うコスト負担増や導

入可能量の不確実性 
(8)再生可能エネ発電の大量導入による電力系統の脆弱

性増加のリスク 
(9)過度な省エネルギー要求による産業へのリスク 
 
等を挙げる事が出来る。 
 
更に、デフレという深刻な状況下で、今後の金融危機、財政
問題、国際紛争等の、政治や経済情勢に関わる不確定性は、
エネルギー資源の確保にも大きく影響を与え得る。 
 
 

我が国のエネルギー供給上のリスク 

1. 非常に高い備蓄効果 
2. 地政学リスクの低さ（政情の安定
国からの燃料輸入） 

3. シーレーン依存度の低さ 
4. 二酸化炭素排出への国際圧力の
低さ 

5. 潜在埋蔵量の多さ（枯渇リスクの
低さ） 

6. 原子力保有による、他エネルギー
資源獲得へのバーゲニングパワー 

7. 原子力技術の保有による国際的
優位性 

8. 疑似自国エネルギー源の保有（自
給率向上）による Energy 
Independenceの向上効果 
 

コストでは表わせない原子力による 
エネルギー安全保障効果 
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再稼働問題・電力需給の問題（発電設備の現状） 

全国発電設備 電力需要（２０１０年度） 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月

本年７月の
需要予想 
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再稼働問題・今夏の電力予想（需給検証委員会） 

国家戦略室需給検証委員会（2012/4/23）資料 

2010年の猛暑、2012年の経済状況、定着している節電の効果を前提とした需給見込み 

差し替えています 



18 

再稼働問題・電力事業者の発電設備 
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再稼働問題・今夏の電力予想（需給検証委員会報告書） 配布資料にありません 
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再稼働問題・今夏の電力予想（需給検証委員会・関西電力） 

国家戦略室需給検証委員会（2012/4/23）資料 



再稼働問題・今夏の電力予想（需給検証委員会報告書） 配布資料にありません 
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再稼働問題・今夏の電力予想（需給検証委員会・東京電力） 

国家戦略室需給検証委員会（2012/4/23）資料より作成 



福島事故以降の電力供給の問題（喫緊の問題と体質的問題） 

１．最大電力と需
給バランスの問題 

２．年間を通しての
電力構成の問題 

関西電力説明資料より 
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天然ガスの価格 

関西電力説明資料より 
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平成２４年３月期の実績 

九州電力のコストアップ抑制策 

国家戦略室需給検証委員会（2012/4/23）資料 

産経新聞記事 
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平成23年度の需給行動計画 

国家戦略室需給検証委員会（2012/4/23）資料より 
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福島の事故を受けた安全対策（３０項目） 
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大飯発電所のストレステスト結果 

関西電力説明資料より 
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各電源のコスト比較（コスト等検証委員会結論・抜粋） 



（1）導入すべきリスク認識 

巨大システム時代に導入すべきリスク認識は、「発生頻度が小さくても、
一度発生すれば重大な人的被害を生ずるおそれのあるものについては、
対策の推進を図るべきである」という思考様式に転換すべきである。 
 
（２）求められる事故への謙虚さ 

事故・災害の何百、何千、何万という被害者の傍らに寄り添う時、はじ
めて真のリスク認識とは何かが、腹の底まで揺さぶられる思いで理解で
きるようになる。 

リスク認識の問題点 

リスク期待値だけで判断す
べきでないという提言 

リスクの結果を身にしみて感
じておくことが出発点 

期待値 ＝ 被害×確率 

大数の法則が当てはまらない大
事故についての扱いが議論 

柳田邦夫、「想定外」の罠 大震災と原発 （文芸春秋） より 
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影響の内容 説明 

ローカ
ル影響 

電圧変動 分散型電源の逆潮流等に起因 

保護協調 保護リレーの不検出 

単独運転 分散型電源からの負荷への供給継続 

短絡容量増大 分散型電源からの短絡電流に起因 

高調波・高周波 インバーターからの検出 

安定性 系統擾乱時における停止など 

その他 

全系影
響 

需給運用・制御 分散電源の出力変動に起因 

系統擾乱時の安定性 分散型電源の一斉脱落など 

バックアップ電源 分散型電源の出力の信頼性に関係 

設備計画への影響 需要想定の困難化 

その他 

分散型電源の系統影響と課題 
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電力中央研究所 七原俊也氏資料より 

送配電線の設置費用 

送電系統における影響の可能性 

実施項目 円/kWh 概要

スマートメータ設置 0.39 2万世帯

CEMSの設置 0.64 2万世帯

PCSの設置 0.12

NAS電池の設置 2.00 太陽光1時間分

自宅用のリチウムイオン電池 9.00 4kWhの電池

柱上変圧器の設置 0.43

系統連繋強化

調整用火力 7.20 従来火力コスト

19.78

系統安定化策コスト例 

 ①送配電系統の安定化措置（蓄電
池や周波数調整用他電源の維持） 

 ②新規送配電線の設置 
 ③好天候かつ低需要時の余剰電力

対策（蓄電池や揚水発電設備） 
 ④悪天候時のバックアップ電源確保 
 ⑤周波数変換装置の増設 

 等の問題が深刻となり、非常に大き

な設備投資が必要になると考えられ
ている。 



系統安定化コスト（基本問題委員会） 



燃料サイクルコスト内訳（２０１１年１２月） 

全再処理
今回 今回 H16年評価 今回 H16年評価

再処理モデル 直接処分モデル 直接処分 現状モデル 再処理

ウラン燃料 0.73 0.81 0.64 0.77 0.59

MOX燃料 0.15 - - 0.07 0.07
フロントエンド計 0.88 0.81 0.64 0.84 0.66

再処理等 1.03 - - 0.46 0.65
中間貯蔵 - 0.09 0.12 0.05 0.04
高レベル廃棄物処分 0.08 - - 0.04 0.12
直接処分 - 0.10-0.11 0.12-0.21 - -

バックエンド計 1.11 0.19-0.21 0.24-0.33 0.55 0.81

燃料サイクル合計 1.98 1.00-1.02 0.9-1.0 1.39 1.47

政策経費 1.10
事故対応コスト 0.50
資本費 2.20
追加的安全対策費 0.20
運転維持費 2.80

原子炉合計 6.80

部分再処理バックエンド型式

評価

1.10
0.50

燃料サ
イクル

原子炉
2.20
0.20

2.80

6.80

直接処分
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再処理モデル 現行モデル 直接処分モデル
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直接処分

HLW処分

中間貯蔵

再処理等

MOX燃料

ウラン燃料

核燃料サイクルコスト結論（割引率３％の場合） 

0.38 円/kWh 

0.6 円/kWh 



燃料サイクル選択肢評価の前提となる原子力比率 



併存 

全量再処理 

直接処分 

燃料サイクル選択肢評価の代表シナリオ 



シナリオ評価における評価項目 



原子力比率・Ⅱでの費用解析結果 



原子力比率・Ⅱでのコスト解析結果 



今後必要となる費用 



原子力比率・Ⅱでのコスト解析結果 



原子力比率・Ⅱでの廃棄物発生量評価 



原子力比率・Ⅱでの廃棄物発生量評価 



◯ 核燃料サイクルの意義は、使用済燃料の「核物質として価値への認識」や「放射性廃棄物とし
ての管理の在り方」への判断に基づくものであるから、原子力規模など原子力利用の長期展望
に依存する。この原子力依存の計画が、基本問題委員会から提示されることが重要。 

◯ 「原子力利用を続ける（比率Ⅰ、Ⅱ） 」においては、“サイクル路線”と“処分路線”の両方があり

得るが、核燃料資源を持たない我が国においては、使用済燃料の資源ポテンシャルへの認識
は高くなる。一方、これにかけるコストが、不確実な将来の資源見通しとの関係で、合理的に許
容出来る範囲にある事が問われている。 

◯ 「原子力利用を終了する（比率ⅢあるいはⅡの一部）」においても、「積極的に人工核種を減ら
す（核変換）」という積極的方法と、「手間をかけずに埋設処分する（直接処分）」という二つの方
策があり得る。同じく、コストのかけ方の程度の問題である。 

◯ 使用済燃料という特殊物質の長期的な管理の問題（放射性物質管理戦略）であり、経済性で全
てが決まるものではない。一方、コストが「妥当な範囲であるか」の認識が重要なのも確か。将
来における国民へのリスクや問題の発生を回避し、将来の選択肢を狭めない事を重視。 

◯ 原子力を長期に利用するのであれば、将来の不確実性に対処出来るような柔軟性が必要であ
る。使用済燃料として保管量の増大、廃棄物負荷の増大、プルトニウム管理、ウラン資源リスク
対応等、については特に重視。 

◯ 国民負担として妥当かどうかが重要。コストとしては「電気料金としての負担の程度（kWh当たり
の負担額）」が一つの指標ではないか。 

◯ 既構築インフラや社会合意については、それらを失うことの影響を重視し、これらを尊重する。 

基本的な考え方 山名見解書（5/8） 



原子力比率Ⅰ・Ⅱでのバックエンド選択肢比較 

黄色は評価すべき点 
ピンクは懸念される点 

評価の視点 全量再処理 併存 全量処分

基本的コンセプト
プルトニウムとウランは廃棄物とせず、核
分裂生成物だけを地層処分（分別処理）

状況を見ながら、既存インフラを利用しつ
つ、将来の可能性を探る

プルトニウムを含めて全てを廃棄物として
埋設

考え方への注意
二次資源の長期的な資源価値への判断
が重要

二次資源の資源価値の時代変化を注視し
ながら対応

原子力の長期展望を限定的に見ることが
前提

海外の状況
仏が本格実施中、露印中韓が戦略的に
指向している

英国は得失分析により臨機応変に対応
フィンランドが準備を進めているが、米独
は実施できていない

2030年での累積ウラン需要 -15% 中間 -

2030年での使用済燃料
貯蔵量

1.9万㌧ 1.9～3.2万㌧ 3.2万㌧

2030年での地層処分放射性廃棄
物面積 215万m2 215～493万m2 567万m2

2030年での非地層処分放射性廃
棄物面積 68万m2 68万m2 67万m2

使用済燃料貯蔵バランス
六ヶ所工場稼働により貯蔵余裕確保、但
し、中間貯蔵施設は必要

六ヶ所工場稼働により貯蔵余裕確保、但
し、中間貯蔵施設は必要

近い将来、使用済燃料貯蔵余裕を喪失。
中間貯蔵施設の建設が喫緊の課題。

プルトニウム消費 1700万kWでバランス可 1700万kWでバランス可 海外分の処理が必要

プルトニウムの累積蓄積量 最小 中間 最大

将来不確実性への対応余地
SF貯蔵量や地層処分ボリュウムを下げる
ことで、バックエンド管理の融通性を確
保。ウラン危機に対応。

中間
全量地層処分を前提とし、社会合意や処
分場確保が必須。ウラン危機への対応性
低。

核セキュリティ措置 必要 必要 必要

保障措置
保障措置作業量が大
国際的認知が必要（既得）

中間
保障措置作業量が少
国際圧力低

核不拡散（長期視点）
プルトニウム保持量小。プルサーマルによ
る同位体組成による転用抵抗性

中間 使用済燃料中にプルトニウム保持量大

考え方

諸量比
較

核物質
管理

山名見解書（5/8） 



黄色は評価すべき点 
ピンクは懸念される点 

評価の視点 全量再処理 併存 全量処分

バックエンド問題への可能性
FP地層処分→アクチニド燃焼・核変換の
可能性を追求

FP地層処分→アクチニド燃焼・核変換の
可能性を残す。直接処分の可能性を残
す。

使用済燃料（全核物質）の地層処分を、最
終結末として固定

資源利用可能性
U-238の有効利用。天然ウラン依存から
の解放。プルトニウムを燃焼/消費/増殖

中間
U-235の限定利用。天然ウランへの全面
依存

ベース値 8.3兆円 8.1～8.3兆円 5.6～5.7兆円

今後必要となる費用 - - 4.62兆円

立地自治体対応費用 - - 0.39兆円

2011年以前を除く総費用 15.4兆円 15.4兆円 11.8～12.6兆円

電気料金として 一般家庭で100円/月程度？負担 中間 -

社会的準備状況（地元合意やイン
フラ等）

青森については既構築 青森については既構築 白紙から再構築

制度や法律上の準備状況 制度は構築済 法律や料金制度の修正が必要 法律や料金制度の再構築必要

中間貯蔵施設 むつRFSは進行中 むつRFSの再検討必要 むつRFSの再検討必要

最終処分の立地問題 候補地公募の難しさの実績 地層処分受入れ地の難しさは同じ ガラス固化体処分以上の難しさの可能性

もんじゅの遅れに見る高速炉開発の遅れ。

民間企業による技術開発の進展

技術ポテンシャル等
日本がリードするループ型高速炉技術。
成熟したガラス固化体の地層処分技術。

中間 従来の地層処分技術の発展利用で対応

海外技術との関係
第四世代炉開発路線と整合。仏露印中の
高速炉開発路線と同格

中間
スウェーデン技術。我が国の地質学的な
特徴への整合が重要

技術や産業の現状
高速炉開発体制は既存。メーカに技術が
存在。

ガラス固化体処分技術を転用した処分開
発。高速炉開発の新路線の可能性。

ガラス固化体処分技術を転用した処分開
発が必要

技術的取り組み 高速炉開発や直接処分開発を、並行実施 再処理技術及び高速炉技術の放棄実態や
現状

原子力
の本質
課題に向
けて

経済性

原子力比率Ⅰ・Ⅱでのバックエンド選択肢比較 
山名見解書（5/8） 



 
A．原子力規模を将来も維持するという判断（原子力比率Ⅰ、Ⅱ）であれば、「使用済燃料の資

源ポテンシャルの利用」および「将来の、核種変換の可能性」を、現時点で放棄する事は時
期尚早。仏、印、露、中、（韓）が燃料サイクル路線を指向していることが参考。 

 

○ 将来の様々な不確実性に対処する（資源展望、廃棄物処分、使用済燃料保管）上で、六ヶ

所工場を動かしプルサーマルを進めるのが、現実的。青森県による協力を「比類なき価値」
として重視すべき。 

○ 現時点で、直接処分を路線として固定化する事に伴う問題（社会合意の喪失、処分場確保

の問題、短期的な使用済燃料貯蔵容量の問題、長期的な使用済燃料保管量の増加、種々
のインフラの喪失等）に対する解が不確定であることを重視すべき。 

○ 六ヶ所工場稼働路線に必要な国民負担は、評価の結果では、少なくとも「過大ではない」と
理解。 

○その先の将来における高速炉や分離核変換を、現時点において、放棄すべきではない。仏、

印、露、中、（韓）が高速炉開発を進めているのと同様に、高速炉技術の探求は継続すべき
である。 

○一方、高速炉の実用が、現状のリサイクル路線の「必要条件」と考えることは適切ではない。

あくまで、軽水炉の時代を継承する次世代炉（第四世代炉）としての可能性を追求するもの
であって、将来の不確実性に対する「有力な技術的選択肢」としての位置付けである。 

○将来の状況に応じて、軽水炉使用済燃料（MOXを含む）を直接処分する合理性が現れる可
能性も否定は出来ない。したがって、直接処分技術の開発も同時並行に進めるべきである。 

シナリオの選択の考え方・Ａ 山名見解書（5/8） 



B．原子力規模を早期に縮小するという判断（原子力比率Ⅲ）であれば、資源持続性確保の意
味はほとんどない。脱原子力のドイツが直接処分を採用していることは参考。 

 

○ その場合、脱原子力の速度に応じて、「限定的規模の再処理」が適切か、「全てを直接処分」

にするのが適切かの判断が分かれるが、これは、原子力規模の減少カーブに応じて、精査
するまで答えが出ない。 

○ なお、原子力依存度の大きな国として、「脱原子力＋直接処分」を最終決定している国は、ド

イツだけであり、そのドイツにおいても直接処分の実行を出来ないでいることには注意が必
要。我が国における直接処分に、どのような現実的な課題や不確実性が存在するかについ
ては、別途精査が必要ではないか。 

○ ただしその場合でも、“負レガシー”縮小（プルトニウム燃焼や放射性核種燃焼）の可能性を

探ることは必要。脱原子力のドイツが、過去に再処理したプルトニウムをプルサーマル利用
していること、核種分離変換開発に参加していること、は一つの例である。 

シナリオの選択の考え方・Ｂ 山名見解書（5/8） 



原子力利用が一定規模で継続の場合、「併存シナリオ」を基本とするのが良いのではないか。
将来の高速炉利用（増殖炉や核変換）の探求は有力な選択肢として続け、直接処分も可能
性のある選択肢として重視し研究開発を進める。既構築された制度、仕組み、社会合意等を
尊重し、これらに必要な修正を行うための政策的な措置を実施する。なお、原子力規模の大
きな“比率Ⅰ”では、併存であっても、「全量再処理を主軸とする考え方」がより強くなる。 

○ プルトニウム収支に沿った再処理計画を、六ヶ所再処理工場の本格稼働までの技術的な取
り組みロードマップと共に具体化する事。事業としての着実さの確保が重要。 

○ この際、使用済燃料の貯蔵量問題を回避するための、六ヶ所工場の早い稼働、中間貯蔵施
設の建設、サイト内貯蔵等の当面の措置、を総合的に進めるための政策措置。 

○ 六ヶ所工場の稼働状況、プルトニウム利用計画、社会的な理解、関連する技術開発の進捗
について、率直なレビューを継続的に行うこと。 

○ １０年～２０年後に、それまでの進捗や最新環境を反映した上で、その後の路線に関わる政

策判断を行うこと。仏の廃棄物法のように、成果を報告した上で路線判断を決めるような、重
みを持った仕組みの構築を期待。なお、将来の選択肢としては、多様性を持たせるべき。 

○ 併存シナリオにおける中間貯蔵の政策的な位置づけを再定義。貯蔵後の使用済燃料の取り
扱について時限付きで決定するなど、先を曖昧にしない政策が必要。 

○ 実効性の高い高速炉の新しい開発政策の構築。ＦＢＲとＦＲの両者を重視し、民間技術の最
大限の利用が重要。直接処分技術の研究については、早めの取り組みが必要。 

○ 高速増殖炉および直接処分技術の開発と並行して、他の技術ポテンシャルに関わる研究開

発（加速器駆動未臨界システム、トリウム利用、高温ガス炉等）を、一定規模で進めるための
政策的な措置を期待。  →別途、研究開発政策についての審議を期待。 

 なお、原子力規模早期縮小の場合は、規模縮小の具体的カーブを想定した再吟味が必要。 

選択肢に対する判断（意見） 山名見解書（5/8） 



共通に求められること 

○ 原子力規模についての明確で現実的なビジョンを定めることが、何よりも重要。バックエンド

戦略は、原子力シナリオによって、大きく変わる。原子力戦略によって、「将来の持続性を持
たせる」「過去の負債を消す」「経済性重視で最安の措置で乗り切る」など、様々な戦略があ
り得る。 

○ その際、将来の国民に選択肢を残すこと。あるいは、将来の国民の選択肢を敢えて狭めない
視点も重要。 

○ 現在、電力事業の自由化や送発分離などの議論があるが、原子力バックエンドに関しては

国民への影響が特殊であるから、民間の自由選択に任せることは危険。国の責任で管理す
るか、国策に沿った方策を民間に求めるべき。 

○ 既に構築している、事業や設備、社会合意や約束、技術的な体制や人材、技術力、国際的

な関係、等が存在しているわけで、これらを急激に反故にするべきではない。大きく政策変更
する場合には、全体影響を緩和するような政策措置が伴わねばならないし、徐々に変える慎
重な姿勢が必要。 

○ 原子力に関わる人材の確保は、いずれの選択においても重要である。様々な路線に沿って

必要とされる人材確保のための方策が、国策レベルで求められる。なお、福島第一発電所事
故の修復に関しても次世代層の強化は不可欠。 

○ 同様に、原子力、あるいは原子核現象を扱う上での基礎基盤技術の維持は重要。研究開発
基盤の強化は、いずれの路線であっても必要な政策。 

山名見解書（5/8） 
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残留Pu-241

残留Pu-239

回収ウラン

核分裂したU-235

吸収により変化

劣化ウラン

精錬ロス(5%)

Puによる核分裂

他U核種による核分裂

核分裂   (43%) 

回収ウラン  (13%) 

Pu-239   (22%) 

Pu-241   ( 8%) 
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精錬ロス(5%) 

天然ウランより
(100%) 

使用済燃料中 
（43%相当) 
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発電へ 

Puの換算は、軽水炉条件での等
価フィッサイル値を使用 

 軽水炉では、採掘する天然ウラン中のU-235のうちの約４０%を核分裂させているだけ。 
 約３０％は劣化ウランとして未利用。 
 使用済燃料中に残留する核分裂性物質量は、採掘量の約４０％近くに相当。 
 プルトニウムは採掘量の３０％に相当し、Fissile割合が６０％の高価値資源。 

U-235換算で見る核分裂性物質二次資源の価値 



軽水炉でのマルチリサイクル（AREVAの試算） 

直接処分方式

直接処分 限定1回MOXリサイクル 3回MOXリサイクル

使用するウラン燃料（トン） 19 17 16

最終的な使用済燃料（トン/HM） 19 2 1

最終的な使用済燃料（集合体数）** 53 6 3

最終的なガラス固化体数 0 21 22

最終的なPuの量(トン） 0.18 0.11 0.07

α 放射能（PBq） 6.6 9.2 8.9

β 放射能（PBq） 43 55 70

熱出力(kW) 10 13 13

天然ウラン必要量（トン） 110 100* 95*

将来 直接処分

*：　低燃焼度のウラン燃料の存在も加味しているため、節約効果が低く見えている。

**：　一体あたり0.36tとして計算

再処理リサイクル方式
50年後の比較

直接処分/高速炉/核変換

1. 燃焼度の違う使用済燃料を
組み合わせることで、３回ま
でのマルチリサイクル（プル
サーマル）が可能 

2. 使用済燃料の体数として、３
回リサイクルによって、1/19

に減少する（ガラス固化体に
変換） 

3. プルトニウムのインベントリは、
約1/3に減少（消費効果） 

4. 天然ウランが最大１５％程度
節約される 



核燃料サイクル批判の全体像 

原子力発電 六ヶ所 
再処理 

プルサーマル 

HLW地層処分 

高速増殖炉 

原子力委員会批判 
原子力安全委員会批判 
電気事業者批判（体質批判） 
推進行政不信 
原子力発電コスト批判 

動かない六ヶ所工場 
JNFLは事業破綻 

地元了解問題 

もんじゅが動かない 
高速増殖炉実用化はない 

使用済MOX処理の予定
がない 

処分候補地が決まってない。トイレ無きマンション 

貯蔵 

事故リスク懸念 
安全強化策の未達 
安全基準と規制体制不備 

再処理は高い 

ウラン価格上昇は当面ない 



全量再処理・併存シナリオ 

原子力発電 再処理 プルサーマル 地層処分 FBR/FR × × ＝ × 

原子力発電 再処理 プルサーマル 地層処分 FBR/FR ＋ × ＋ 

全量再処理に対する世論での一般的な捉え方 

柔軟性を持ったサイクルの考え方 

高速炉が出来ないのだから再処理は駄目 
高速炉による資源メリットは将来見えないから再処理は駄目 

高速炉による資源メリット等が不確定でも、再処理リサイクルには意義がある 
 

＝ 

軽水炉サイクルでの意義 将来リスク対応 



留保（Wait and See）の議論 



留保（Wait and See）の議論 



留保（Wait and See）の議論 


